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地域の文化遺産の保全に対する博物館の役割

奈良文化財研究所埋蔵文化財センター  浜　田　拓　志

はじめに

「頻発する災害は，疲弊しつつある地域の，失

われつつある文化遺産に決定的ともいえる追い打

ちをかけるとともに，都市部の博物館施設や文書

保管施設等が所蔵する文化遺産にも大きな被害を

与えている。」文化遺産の散逸や滅失は災害によっ

てもたらされるだけではない。地域社会における

過疎化 ･少子高齢化の進行，担い手の減少を背景

とした引っ越し，それに伴う家屋の解体や家財の

整理，代替わりによって日常的に進行している（文

化財防災ネットワーク推進室 ガイドライン経緯，

2020）。

2017 年 12 月に文化審議会が出した「文化財の

確実な継承に向けたこれからの時代にふさわしい

保存と活用の在り方について（第一次答申）」（以

下，「第一次答申（2017）」）は博物館が地域の「過

疎化や生活様式の変化等に伴う文化財散逸の危機

を救済」し，「地域の文化財のデータバンク」と

なり，地域振興 ･観光振興に協力する機能と役割

に期待している（文化審議会，2017）。この答申が，

14 回を数えた文化審議会文化財分科会企画調査

会の審議の成果であり，2018 年に改正され翌年

施行された文化財保護法に反映していることは周

知の通りである。

山積する通常業務に追われながらも，ここに記

されている役割を果たしている多くの博物館専門

職員がいることをわれわれは知っている（一例と

して，文化庁，2017）。しかし残念ながら，その

ような博物館の役割を，現行の博物館法から汲み

取ることはできない。

本論では第一次答申（2017）及び「文化財保護

法に基づく文化財保存活用大綱 ･文化財保存活用

地域計画 ･ 保存活用計画の策定等に関する指針」

（文化庁，2019，以下，「指針（2019）」）が博物館

の役割について直接的 ･間接的に言及している箇

所を抽出するとともに，地域の未指定文化財の保

全に係る従来の思潮とも関連づけながら，標題に

ついて考察する。

なお，ここでいう文化遺産は，「指定・未指定

にかかわらず，地域の歴史を物語る，後世に伝え

ていくべき大切な文化的所産及び自然の所産」を

意味している（文化財防災ネットワーク推進室，

ガイドライン本文，2020）。また「保全」は，文

化財科学的な立場で文化遺産の劣化・滅失などを

防ぐという意味での「保存」だけではなく，保存

も含む幅の広い概念としての「保全」を意味して

いる。すなわち地域の文化遺産の防災，防犯，保

存に係る普及啓発活動や実践，文化遺産の所在調

査，レスキュー活動などを含む概念である。

まちづくりや観光，地域学習の教材化の活用等

に果たす博物館の役割は語られる機会も多いの

で，ここでは保存（本論でいう保全）に重心を置

いて考えていく。

日本の博物館のこれからⅡ－博物館の在り方と博物館法を考える－　19 - 27

第一部　博物館の役割・機能と博物館法
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地域の文化遺産を日常的な散逸 ･消滅，

そして災害からいかに守るかー従来の思潮から

第一次答申（2017）は検討の背景について冒頭

でこう語っている。

文化財は， 我が国の様々な時代背景の中で， 人々

の生活や風土との関わりにおいて生み出され， 現在

まで守り伝えられてきた貴重な財産である。 今もなお，

多くの有形・無形の文化財に触れることができるのは，

先人の不断の努力による恩恵であり， 国際社会の一

員として文化財の保護に係る世界的な動向を踏まえ

ながら， 文化財を確実に次世代に継承していくことは，

国民共通の責務である。

（中略）

一方で， 我が国の社会状況は急激に変化し， 過疎

化 ・ 少子高齢化の進行により地域の衰退が懸念され

ている。 これは豊かな伝統や文化の消滅の危機でも

あり， 文化財は， 未指定のものも含め， 開発 ・ 災害

等による消滅の危機のみならず， 文化財継承の担い

手の不在による散逸 ・ 消滅の危機に瀕している。 こ

のような厳しい状況の中， これまで価値付けが明確で

なかった未指定の文化財も対象に含めた取組の充実

や， 文化財継承の担い手を確保し社会全体で支えて

いく体制づくり等が急務である。

ここに描写されている危機的状況とそれに対処

するための新たな視角，新たなアプローチは，文

化財関係者により従来から提起されてきた事柄で

ある。

2003 年 6 月，内閣府は「災害から文化遺産と

地域をまもる検討委員会」を組織。翌年 7月の答

申には「文化遺産と地域をあわせてまもるという

考え方においては，地域の核として認識されてい

る文化遺産であれば，それは世界遺産，国宝など

に限定する必要はないと考えられる。そこで本あ

り方において対象とする文化遺産は，世界遺産，

国宝，重要文化財等の指定されたものだけではな

く，未指定の文化遺産も含め地域の核となるよう

なものとする。」と記されている（災害から文化

遺産と地域をまもる検討委員会，2004）。

2007 年 10 月に出された文化審議会文化財分科

会企画調査会報告書は，「文化財を総合的に把握

するための方策」及び「社会全体で文化財を継承

していくための方策」を検討し，「文化財保護法

に規定されている本来の文化財とは，指定などの

措置がとられているか否かにかかわらず，歴史上

又は芸術上などの価値が高い，あるいは人々の生

活の理解のために必要なすべての文化的所産を指

すものである。そのことを明らかにする意味でも，

この報告書で検討の対象とする文化財とは，一般

的に文化遺産と呼ばれているものを含む幅広いも

のであることを確認しておきたい。」と記してい

る。また「地域の文化財のデータベース化」は，「災

害時における文化財の保護のための活動にも資す

ることになると考えられる。」と述べている（文

化審議会，2007）。

2011 年，東北地方太平洋沖地震被災文化財等

救援事業（文化財レスキュー事業）実施要項（文

化庁次長決定）の中で，事業の対象物は「国・地

方の指定等の有無を問わず当面，絵画，彫刻，工

芸品，書跡，典籍，古文書，考古資料，歴史資料，

有形民俗文化財等の動産文化財及び美術品を中心

とする。」と規定されており，実際に事業が対象

としたのも未指定が圧倒的な数にのぼった（文化

庁，2011）。また，この文言のなかに含まれてい

なかった自然史系資料や公文書も実際にはレス

キューの対象となった。

2014 年 3 月に策定された「大規模地震防災・

減災対策大綱」には「4. 様々な地域的課題への対

応（8）文化財の防災対策」という項目が設けられ，

文化遺産の防災対策についての具体的な記載がな
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されている（中央防災会議，2014）。この大綱の

なかで「文化財」は明確に定義されていないもの

の，国，地方公共団体に対して「文化財の所在情

報の充実」を図るよう求めており，所在情報が明

らかでない指定文化財はあり得ないことから，こ

こでは「文化財」はむしろ未指定を指していると

考えるのが自然である。

地域に対する博物館の役割―第一次答申（2017）

及び博物館の原則（2012）から

話を第一次答申（2017）に戻そう。この答申は

博物館等を，社会全体のなかで重要な役割を果た

しうる組織として位置付け，期待している（文化

審議会，2017）。

1． 博物館等の役割強化

博物館等には， 過疎化や生活様式の変化等に伴う

文化財散逸の危機を救済したり， 地域の文化財の

データバンクとなったり， 地域興しに協力したりといっ

た社会的な意義 ・ 機能がある。 また， 学芸員等が

在籍し， 史料の取扱いなどにも知見を有しており， 未

指定を含めた文化財を新たに価値付け， そのすばら

しさを共有するには， 地域の博物館等の果たす役割

が重要である。

また， 博物館等が文化財の保存と活用が両立するよ

う専門的な観点から相談， 助言を行いながら， 地域

の特色を生かした地域振興， 観光振興と連携するこ

とも必要である。

これに対し，現行の博物館法が前提としている

博物館の活動は，もっぱら博物館という建物 ･敷

地内部での活動であると解釈できる。地域に出て

行くとしても，博物館法から読めるのは，所蔵資

料の調査 ･研究 ･収集 ･展示 ･普及のため，ある

いは企画展等出品資料の調査 ･ 借用 ･ 貸出のた

め，さらには指定文化財の候補を調査するためで

ある。博物館法における博物館資料の「調査研究」

の部分を解釈した首長や当局から，既存の資料し

か調査してはいけないというふうに言われたとい

う報告がある（文化審議会，2019.11）。豪雨で被

災した地域の文化遺産のレスキュー活動に取り組

んでいる原田（2020.8）は，「博物館が罹災資料

の救援活動をどのような理由によって行うべきな

のか」と問うている。このような事例は枚挙にい

とまがない。博物館が地域の文化遺産散逸の危機

を救済し，地道な所在調査を続けながら地域の文

化遺産リストを作成し，専門性に立脚したうえで

地域振興，観光振興と連携する，こういった機能

や役割を，現行の博物館法から汲み取ることはで

きない。『博物館登録制度の在り方に関する調査

研究報告書』（日本博物館協会，2017）は，「博物

館を取り巻く運営環境が大きく変容するなかで，

法律と各博物館の運営実態との乖離が顕著化する

こととなった。」と記しているが，博物館と地域

の関係についても，現行の博物館法は，現実と乖

離した地点に置かれている。「博物館の原則　博

物館関係者の行動規範」（日本博物館協会，2012）

が，「社会から託された責務」として，「博物館が

資料を収蔵するのではなく，資料が存在する現地

での保護 ･継承を支援するという役割を負うこと

がある」と解説に附したのは，このような隔たり

を埋めようとする試みの 1 つだといえるだろう。

朝賀（2017）も「被災文化財の救済や文化財防災

計画の立案などに地域の博物館施設が果たす役割

は大きい。」と述べている。

地域の文化遺産の保全に対する博物館の

役割―指針（2019）から

指針は，期待される博物館の役割をふまえて具

体的な記述を与えていく。
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1）専門的な知見を有する学芸員等による指導･助言

2）博物館等による地域の文化遺産の調査とデー

タベース化

3）災害時，都道府県内の救援ネットワークの構

成機関としての役割

4）過疎化や生活様式の変化等に伴う文化財散逸

の危機を救済

5）地域学習の教材等としての文化財の活用など，

学校教育 ･社会教育と連携した取組

以下，指針（2019）が博物館の役割について直

接的 ･間接的に言及している記述をピックアップ

する。煩雑さを避けるため，指針に関して，頁番

号は引用文献にではなく，本文中に附す。

1）専門的な知見を有する学芸員等による指導･助言

このような文化財の適切な保存と活用の推進には， 所

有者や地域住民等の理解 ･ 協力が不可欠であるととも

に， 専門的な知見を有する職員や学芸員等による指

導 ･ 助言など， 地方公共団体の文化財担当部局や

博物館等の果たす役割が極めて重要である （p． 2）。

市町村については， 文化財担当部局だけではなく，

都市計画や建築， 学校教育 ･ 社会教育， 地域振興，

観光振興等の関係部局の職員が， 必要に応じて構成

員となることが想定される。

その他の市町村が必要と認める者とは， 例えば文化

財の保存会や NPO 団体， 自治会や町内会， 地域の

歴史の語り部などのボランティア団体， 私立の美術館

･ 博物館等が考えられる （p． 15）。

公立博物館はこのなかで「社会教育」の範疇に

分類されていると考えられる。参考資料 5の「協

議会の構成員の例」にも，「博物館の学芸員」と

いう記載がある。

2）博物館等による地域の文化遺産の調査とデー

タベース化

文化財の保存 ･ 活用を図るために講ずる措置には，

都道府県が主体となって行う調査， ［後略］ などを

記載する （p． 3）。

「都道府県が主体となって行う調査」には，都

道府県の文化財担当部局，都道府県立博物館 ･資

料館 ･文書館等による調査が含まれるであろう。

当該市町村の文化財の概要には， 過去からの調査

等により把握している域内の文化財を地域計画の別

添資料である 「文化財リスト」 に記載し， 主な文化

財の概要や特徴 （歴史的 ･ 地理的な分布状況や域

内の文化財に多く見られる類型 ･ 様式等の特徴） を

記述する （p． 6）。

また， 第 3 号に掲げる未指定文化財を含む 「文化

財リスト」 は， 災害時における文化財の被災状況の

把握等に当たっても重要であるため， 当該リストを適

切に作成し， 個人情報等の取扱いに留意した上で，

地域住民や市町村の消防担当部局， 警察等とあら

かじめ共有しておくことが重要である （p． 7）。

文化財を把握するための調査に関する事項には， 域

内の文化財を総合的に把握するため， これまでの調

査の実施状況を踏まえ， 調査が未実施の文化財類

型や地域， 今後の調査の実施の方針や具体的な計

画などを記載する。 また， 調査により把握された文化

財のリストは地域計画の別添資料として添付する （第

1 号関係参照）

過去に域内で実施された調査については， 行政によ

る調査だけでなく， 大学や研究機関等が実施したも

のも含め， 今後の文化財の総合把握に資するよう幅

広く整理することが有効である。

作成した文化財リストは， 個人情報等の取扱いに留
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意した上で，地域住民等と広く共有したり，データベー

ス化して今後の保存 ･ 活用に向けた基礎資料としたり

するなど， 適切に活用することが望ましい （p． 7）。

（1） 作成に向けた準備として， 過去からの調査や市

町村史等の文献， 関連する行政計画や条例， 規則

などの基本情報を収集 ･ 整理する （p． 9）。

3）災害時，都道府県内の救援ネットワークの構

成機関としての役割

防災 ･ 災害発生時の対応には， 災害に備えた平時

からの救援ネットワークの構築や， 被害情報の収集 ･

緊急的なレスキュー活動など災害発生時に行う取組

などを記載する （p． 3）。

※災害に備えた行政 ･ 博物館 ･NPO 等の連携によ

る文化財の救援ネットワークの構築や， 災害発生時

における市町村と連携した文化財の被害情報の収集

や緊急的なレスキュー活動等の実施の体制等を記載

（参考資料 1． p． 1）

文化財の保存 ･ 活用に関する措置には， ［中略］ 例

えば， 次に掲げるような内容について記載することが

考えられる。

･ 防災 ･ 防犯対策， 災害発生時の対応

防災 ･ 防犯対策については， ［中略］， 災害発生時

における緊急的なレスキュー活動， 専門家等による

被害状況の調査や修理方法等に関する技術的な指

導 ･ 助言の体制などについてあらかじめ定めておくこと

が有効である （pp． 6 － 7）。

4）過疎化や生活様式の変化等に伴う文化財散逸

の危機を救済

（文化財登録原簿への登録の提案）

○本特例は， 地域計画の作成過程で調査 ･ 把握さ

れた未指定文化財のうち， 滅失 ･ 散逸等の危機に

あるものに対して速やかな保護措置を講じるとともに，

指定文化財に比べて緩やかな保護制度である登録

文化財の仕組みを活用して， 所有者等の創意による

様々な活用を促進しながら次世代への継承を図るも

のである （p． 12）。

5）地域学習の教材等としての文化財の活用など，

学校教育 ･社会教育と連携した取組

普及啓発や人材育成については， 文化財の担い手

を広げていく観点から， 地域住民や訪問者はもとより，

次世代を担う子供たちが文化財の価値 ･ 魅力に触れ

ることができるよう， 地域学習の教材等としての文化

財の活用など， 学校教育 ･ 社会教育と連携した取組

について位置付けることが有効である （p． 7）。

いささか引用が長くなったが，以上のようにみ

てくると，第一次答申（2017）が博物館に期待す

る役割は，指針（2019）の各所に落とし込まれて

いることがわかる。

地域に向かうためにー職員数の適正化と

非正規職員の正規化

さて第一次答申には学芸員等の人材確保や研修

の推進，保存 ･修理に係る専門職員の配置等につ

いての記載がある。

これらに対応するためには， 博物館等の機能の充実

が必要であり，学芸員等の人材確保が不可欠である。

また，重要文化財等の材質，形状，保存状態は個々

に異なっており， それぞれの文化財に応じた判断を行

う必要があるため， その専門性の向上が重要である。

国， 都道府県レベル， 博物館等関係団体など， 各

段階で実施されている研修の推進を図る必要がある。

これに加え， 博物館等の役割強化のためには， 都道

府県立美術館 ･ 博物館等に， 調査研究及び展示等
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の企画等を担当する学芸員のほか， 保存 ･ 修理に係

る専門職員を配置し， 都道府県内の市町村や， 様々

な施設等からの相談に対応することが必要である。

ともすれば予算も人員も現状維持（ないし削減）

を求めつつ，博物館の現場にばかり高い理想と自

助努力を求める向きが多いなかでこの指摘は重要

である。ただしこの指摘を落とし込んだと思われ

る指針（2019）の該当箇所は，弱い要請としか読

めないような表現に後退しており残念である。

文化財の保存･活用を図るために講ずる措置には，［中

略］， 域内の市町村や博物館等における専門的人材

の育成 ･ 確保， ［中略］ などを記載する （p． 3）。

文化財の保存 ･ 活用の推進体制には， 文化財担当部

局や関係部局， 博物館等の関係機関における職員 ･

専門的人材の配置状況，［中略］などを記載する（p．3）。

文化財の保存 ･ 活用の推進体制には， 地域計画を

実施していくための市町村の文化財担当部局や関係

部局， 域内に所在する博物館等の関係機関における

職員 ･ 専門的人材の配置状況， 地方文化財保護審

議会の設置状況や文化財保護指導委員の配置状況，

支援団体の指定状況などの現状や， 今後の体制整

備の方針などについて記載する。 また，必要に応じて，

都道府県や域外の関係機関との連携 ･ 協力体制の構

築状況等について記載する （p． 8）。

新たな博物館法に，地域の文化遺産の保全に係

る博物館の機能と役割を記載することになれば，

それには大きな意味がある。ただし，文化財行政

を預かっている国や地方公共団体等の責任者はそ

の記載によって事足れりとしてほしくない。

じつに多くの博物館職員が地域の文化財散逸の

危機に取り組み，地道な所在調査とデータベース

化を行ってきている。ただし余力を残しながらそ

れらを実践している事例は皆無であろう。これら

の実践を困難なものにしている大きな要因は，わ

が国の博物館職員の絶対的不足と非正規雇用職員

の増大である（佐久間，2017）。このことを文化

財行政の責任者には十分理解していただきたい。

繁忙と疲弊のうちにある博物館職員が，働き方改

革を忠実に実践するならば，従来の業務を縮小す

るしかないという見解には現場のほぼすべての関

係者が同意するであろう（文化審議会，2019.12；

五月女，2017）。博物館における非正規職員の正

規雇用化，職員数の適正化（増加），そして博物

館法が現実に追いつきアップデートされること，

こういった改善のひとつひとつが，博物館の機能

を高め，地域に向かう役割に内実を与えることに

なるだろう。

おわりに－共働して守ること／

文化遺産保全のネットワークと博物館法

博物館法が改正されるにあたっては，現在わが

国の博物館施設が地域の文化遺産の保存 ･活用に

ついて実践している事柄，とりわけ「「対話と連携」

を契機とした 2000 年以降の博物館側からの社会

や地域に対する積極的な働きかけ」（山西，2020）

を視野に入れておく必要がある。佐久間も本論集

で「博物館施設群のネットワーク化による機能強

化」及び「拠点博物館の設置」という考え方を提

案している。

対話と連携を契機とした 2000 年以降の博物館

ネットワークには，佐久間が論じているようにさ

まざまなかたちがあるが，本論のテーマに即して

いえば文化遺産保全のネットワークである。博物

館関係者 ･ 文化財関係者たちに「共働して文化

遺産を守る」という意識が芽生えたのは阪神 ･淡

路大震災（1995 年）の文化財レスキューにおい
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てであると言われている。この意識は東日本大震

災文化財レスキュー等の経験を経てさらに高めら

れ，近年の全国各地の博物館等の活動に反映して

いる。昨年 10 月の台風 19 号による長野市内の被

害については，長野市立博物館を中心として県内

外の史料ネット，博物館ネットワーク，大学等が

レスキュー活動への参加 ･支援を行っている（原

田，2020.3，2020.8；注 1）。同台風による内水氾

濫で地下収蔵庫が水没した川崎市市民ミュージア

ムのレスキュー活動には，さまざまな博物館ネッ

トワークや専門家 ･専門機関のネットワークが参

加しているし，文化遺産防災ネットワーク推進室

（国立文化財機構内）は活動の調整の一端を担っ

ている（川崎市，2020；注 2）。

それにもかかわらず，このように博物館職員が

「共働して文化財を守る」，すなわち対話し，連携

しながら文化遺産を守る役割は現行の博物館法に

は読めない。改正された文化財保護法が依拠する

第一次答申は，「行政 ･ 博物館 ･NPO 等の連携に

よる文化財の救援ネットワークの構築」に期待し

ているのであるから，博物館法にもそれに呼応す

る考え方や建て付けが必要であろう。博物館職員

が，日常的な滅失から地域の文化遺産を守るため

に平常時の保全活動を進めるとともに，災害時に

は共働して地域の文化遺産や被災した他館の所蔵

資料を守るという博物館の役割は，新たな博物館

法から読めるようにするべきではないだろうか。

注釈

注 1　原田（2020.3，2020.8）をもとに筆者が編

集した。

○レスキュー作業への参加，専門的助言，資金 ･

資機材の提供など

長野市／長野市立博物館，真田宝物館，長野市教

育委員会文化財課

史料ネット／信州資料ネット，新潟歴史資料救済

ネットワーク（新潟大学），歴史資料ネットワー

ク（神戸大学）など

博物館のネットワーク／長野県博物館協議会，北

信越博物館協議会，岐阜県博物館協議会，日本博

物館協会，新潟県立歴史博物館，国立歴史民俗博

物館（人間文化研究機構）

大学／信州大学，松本大学，清泉女学院大学，上越

教育大学，新潟大学，京都芸術大学，神戸大学一橋

大学，中央大学，淑徳大学，群馬県立女子大学

資料館／国文学研究資料館（人間文化研究機構）

修復技術者の組織／特定非営利活動法人 文化財

保存支援機構（JCP）

注 2　川崎市（2020）等をもとに筆者が編集した。

レスキュー作業の参加団体を掲載してい

る。資機材の提供や専門的助言については

含めていない。

なお，資機材の提供等については川崎市市

民ミュージアムのホームページに協力者リ

ストが掲載されている。

○レスキュー作業への参加

川崎市市民ミュージアム

川崎市（川崎市職員）

図 1．川崎市市民ミュージアム被災収蔵品レス

キュー活動．
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博物館を含むネットワーク／神奈川県博物館協

会，公益財団法人日本博物館協会，全国歴史民俗

系博物館協議会，全国美術館会議，独立行政法人

国立文化財機構，独立行政法人国立美術館，大学

共同利用機関法人人間文化研究機構

修復技術者の組織／特定非営利活動法人 文化財

保存支援機構（JCP），一般社団法人国宝修理装

潢師連盟

大学／日本大学芸術学部写真学科，東京大学史料

編纂所，学校法人専門学校 東洋美術学校，帝京

大学文化財研究所

図書館／国立国会図書館，公益社団法人日本図書

館協会

史料ネット／神奈川地域資料保全ネットワーク
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